





























のかを，平和擁護日本委員会が 1952 年から 53 年に展開した話しあいの運動に着目して分析する。
　原水禁運動が始まる 1954 年以前に展開された政党，知識人，労働組合による平和運動に関する
研究は，総評や平和問題談話会系の運動をとり上げたものが多い。研究のねらいも，講和運動の論
理（吉田 1982，森下 2006）や知識人運動における平和や民主主義の思想（小熊 2002，黒川 
2002）等，運動の思想を歴史的に追うものが多かった。また，人々が共通利益を求めて共同で行為
する仕方（Tilly 1995，p.41）としてのレパートリーとして，国際的平和運動と連動した署名運動











擁護日本委員会が，1952 年から 53 年にかけて国際会議で提起された「世界の平和は話しあいで」
を合い言葉とする国際運動に参加した（日本平和委員会編 1958，15 頁：日本平和委員会編 1969，
74 頁）点に着目する。朝鮮戦争を背景として社会運動が世界への視点という点で開かれていた





















ての公共性（斎藤 2000，6 頁）を作る要素である。運動の動員と公共性に関する Melucci の議論
では，特定の解釈図式による動員局面を通じて権力が可視化され，敵手との交渉や公的合意が可能
となる（Melucci 1989 ＝ 1997，pp.78, 87）。公共空間は社会運動の動員を通じて立ち現れ，複数の


























に呼応して誕生／展開された。1950 年 3 月にジョリオ＝キュリーを初代会長とする世界平和評議
会が設置され，国内では 1950 年 8 月，大山郁夫の提唱により平和擁護日本委員会が結成（日本平
和を守る会を改組）された。この組織は中立路線を掲げる平和問題談話会と一線を画しつつ，平野
義太郎や淡徳三郎，南博等多くの知識人が参加する組織であり，平和運動に大きな影響力を持って










































（２）　『わだつみのこえ　№ 28』1952 年 6 月 20 日。
（３）　「平和運動強化の方針」（「下坂正英資料－ 71」）。
（４）　同上。
（５）　『労働者』1951 年 5 月 21 日，『講和新聞』1951 年 5 月 22 日。
（６）　「全日本の平和擁護者に訴える！平和擁護日本委員会の誤りを正すために」1951 年 3 月 10 日（三一書房編集部
（1968）『戦後学生運動：資料』三一書房）。







　署名運動が広がる中，世界平和評議会が主導して国際会議が次々と開催された。1951 年 2 月，
世界平和評議会ベルリン会議は五大国平和条約アピールを発表，11 月の世界平和評議会ウィーン
会議では同条約締結が国際紛争を武力ではなく話しあいで解決する重要な方法であると確認された













入した。スターリンの死後，首相に就任したマレンコフは 1953 年 3 月 15 日に東西対立を話しあい






を伝え，平和運動の拡大に寄与した（高畠 1979 ＝ 2009）。平和擁護日本委員会は 1952 年に各国の
署名運動の成果を踏まえ，「政派や宗派やイデオロギーをこえた力強い平和勢力の統一戦線の前進
である」（１１）と総括している。署名運動を通じて平和運動が活性化しつつあるという認識を運動指導
者側は持つことになった。また，全国平和大会（1952 年 8 月）等国際会議への代表派遣のための
大会が開催された。
　しかし，国内の平和運動が置かれている状況は講和条約発効を前後する時期に転換点を迎えてい
（８）　『平和新聞』1953 年 1 月 1 日。
（９）　『平和新聞』1952 年 11 月 6 日。


































（１２）　『労働者』1951 年 3 月 1 日。
（１３）　『わだつみのこえ　№ 39』1952 年 11 月 28 日。
（１４）　『平和』1953 年 1 月号。アジア太平洋地域平和会議には様々なルートを使って 14 人が「日本代表」として出
席した（平野・畑中編 1953，平野 1953）。
（１５）　『世界』1953 年 1 月号，2 月号。































（１７）　『平和新聞』1953 年 4 月 2 日。
（１８）　『平和新聞』1953 年 7 月 26 日。
（１９）　『わだつみのこえ　№ 41』1953 年 1 月 25 日。
（２０）　『社会タイムス』1952 年 10 月 29 日。
（２１）　『世界平和　第 45 号』1952 年 10 月 25 日。
（２２）　産業民主研究所（1956），『世界』1953 年 1 月号。
（２３）　「平和のための国民大会　御招待」1953 年 3 月 7 日（「下坂正英資料－ 71」）。
（２４）　『平和新聞』1953 年 1 月 22 日。























の討論が盛んに行われた。例えば，北海道では 2 月 8 日に北海道平和会議，3 月 5 日に平和のため
の道民大会が開かれることになり，各地で懇談会や座談会が開かれた（３２）。他にも愛知県大府では平







（２７）　『平和新聞』1954 年 1 月 1 日。
（２８）　同上。
（２９）　「平和運動をどう進めるか―1953 年度平和委員会の方針」（「大山郁夫関係資料」№ 451）。
（３０）　『平和新聞』1953 年 1 月 22 日。
（３１）　「平和のための国民大会ニュース一号」1953 年。
（３２）　『平和新聞』1953 年 2 月 19 日。
（３３）　『平和新聞』1953 年 3 月 12 日。
（３４）　「平和のための国民大会ニュース三号」1953 年 3 月。
（３５）　「平和運動をどう進めるか―1953 年度平和委員会の方針」（「大山郁夫関係資料」№ 451）。
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（３７）　『平和新聞』1953 年 4 月 2 日。
（３８）　「平和のための国民大会ニュース三号」1953 年 3 月。
（３９）　『平和新聞』1953 年 2 月 19 日。
（４０）　『わだつみのこえ　№ 47』1953 年 5 月 23 日。
（４１）　『わだつみのこえ　№ 55』1953 年 10 月 7 日。
（４２）　『平和新聞』1953 年 3 月 19 日。
平和擁護運動における討論集会の形成（1952-1953 年）（長島祐基）
53
































（４３）　『平和新聞』1953 年 5 月 28 日。
（４４）　『わだつみのこえ　№ 52』1953 年 9 月 7 日。



































（４６）　『わだつみのこえ　№ 52』1953 年 9 月 7 日。
（４７）　『平和新聞』1953 年 8 月 23 日。
（４８）　『平和新聞』1953 年 9 月 23 日。
（４９）　同上。
（５０）　『平和新聞』1953 年 8 月 23 日。
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